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令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務

公募型プロポーザル実施要領

１ 業務名

令和８ 年度自動音声応答システム導入業務

２ 目的

イ ンタ ーネッ ト が普及し た現代においても 、 電話は住民と 行政を つなぐ 重要な

コ ミ ュ ニケーショ ン手段である。 し かし ながら 、 現状の電話対応においては、 開

庁時間外における対応の困難さ や複雑な手続き 等の案内におけるハード ルの高さ

と いっ た課題を 抱えている。 さ ら に、 電話の多い時間帯や時期、 受電状況等を 可

視化するこ と で、 最適な改善策を講じ ていく 仕組みづく り が必要である。

本業務は、 こ れら の課題を解決し 、 佐久市に対する電話での問い合わせ対応に

おいて、 自動音声応答システム（ 以下、「 本システム」 と いう 。） を 導入するこ

と により 、 市民の利便性向上及び職員の業務効率化を図るためのも のである。

本システムは、 AIによる音声認識を活用し て問合せ内容に応じ た適切な窓口へ

の振り 分けや自動回答を行い、「 定型的な問合せに対す２ ４ 時間３ ６ ５ 日対応」

及び「 SMS送信による詳細情報（ ウェ ブページ等） への誘導」、「 必要に応じ た職

員への転送」、「 応答データ の蓄積‧ 分析による継続的なサービス改善」 等を実

施するこ と を目的と する。

本業務の委託事業者の選定にあたっては、 自動音声応答システムの導入及び運

用に関する高度な技術と 豊富な経験を持つ事業者から の優れた企画提案を 募り 、

本市の要求仕様に最も 合致する最適なシステムを選定する必要があるため、 公募

型プロポーザル方式により 行う こ と と する。

３ 業務内容

別紙仕様書のと おり

４ 予定業務期間

（ １ ） 導入契約期間

契約締結日から 令和９ 年３ 月３ １ 日まで

（ ２ ） 利用契約期間

令和８ 年９ 月１ 日から 令和９ 年３ 月３ １ 日まで

本システムの利用開始については、 令和８ 年９ 月以降を予定し ているが、 シス

テムの構築状況等により 、 導入契約期間及び利用契約期間を変更する場合があ

る。

５ 選定方法

公募型プロポーザル方式と し 、「 令和８ 年度自動音声応答システム企画提案者

審査委員会」（ 以下、 審査委員会と いう 。） の審査結果に基づき 受託候補者を 選

定する。

６ 事業費限度額

３ ， ４ ５ ０ ， ０ ０ ０ 円（ 消費税及び地方消費税を含む。）

ただし 、 こ の金額は、 契約時の予定価格を示すも のではなく 、 企画内容の規模

を 示すためのも のであるこ と に留意するこ と 。

また、 上記限度額を 超える提案は、 受け付けない。



７ 参加資格要件

本プロポーザルに参加できる者は、 本実施要領の公告日から 受託候補者決定日ま

でにおいて、 次の（ １ ） ～（ ７ ） の全ての要件を 満たす者と する。

（ １ ） 佐久市の「 物品購入等入札(見積)参加登録者名簿」 に登録さ れている者であ

るこ と 。 ただし 、 名簿に登録のない者が参加する場合は、 申請書類(「 11 佐久市

の名簿に登録さ れていない者の追加申請書類 」 を参照)を 佐久市情報政策課(以

下「 事務局」 と いう 。)に提出し 、 審査委員会の審査の結果、 佐久市の名簿に登

録さ れている者と 同等の資格を有すると 認めら れた場合は、 本業務に限り 参加す

るこ と ができる。

（ ２ ） 佐久市物品購入等入札参加登録者に係る入札参加等停止措置要綱(平成24年佐

久市告示第109号)に基づく 措置を受けていない者であるこ と 。

（ ３ ） 地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の4第1項又は佐久市財務規則

(平成17年佐久市規則第39号)第103条第1項の規定により 入札に参加でき ないと さ

れた者でないこ と 。

（ ４ ） 会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく 更生手続開始の申立て及び民事再

生法(平成11年法律第225号)に基づく 再生手続開始の申立てがなさ れていない者

であるこ と 。

（ ５ ） 本業務の総括責任者と なる配置技術者は、 過去5年間において、 同種又は類似

業務(地方公共団体における自動音声応答システム導入業務 )の担当実績を有す

る者であるこ と 。

（ ６ ） 公告日から 遡って過去５ 年間において、 地方公共団体が発注し た本業務と 同

種‧ 類似の業務を受託し た実績を 有し ているこ と 。

（ ７ ） 公告日から 遡って過去１ ０ 年間において、 機密情報並びに個人情報の漏え

い‧ 紛失等の事故がないこ と 。

８ 選考日程（ 予定）

内容 期間等

質問の受付（ 電子メ ール）
提出期限 令和８ 年７ 月１ ０ 日（ 金）

午後５ 時必着

参加表明‧ 企画提案書等の受付

（ 持参又は郵送）

提出期限 令和８ 年７ 月２ ４ 日（ 金）

午後５ 時必着

一次審査（ 書類審査）
実施日 令和８ 年７ 月２ ７ 日（ 月）

結果通知日 令和８ 年７ 月２ ８ 日（ 火）

二次審査

（ プレ ゼンテーショ ン審査）

実施日 令和８ 年７ 月３ １ 日（ 金）

結果通知日 令和８ 年８ 月３ 日（ 月）

９ 質問

（ １ ） 提出書類

質問書（ 様式１ ）

（ ２ ） 提出期限

令和８ 年７ 月１ ０ 日(金)午後５ 時(必着)

（ ３ ） 提出方法

質問箇所及び内容を記載し 、 電子メ ールにより 「 質問書(様式１ )」 をフ ァ イ

ル添付し て提出するこ と 。 電子メ ールを送信し た後に、 市事務局まで送信し

た旨の電話をするこ と 。 なお、 他の方法による質問書は一切受け付けない。

メ ール件名は、「 プロポーザル質問(事業者名)」 と するこ と 。

（ ４ ） 提出先

事務局



（ ５ ） 質問書の回答

質問に対する回答は、 令和８ 年７ 月１ ４ 日(火)までに、 佐久市ホームページ

に掲載する。 なお、 質問が無かっ た場合は掲載し ない。

（ ６ ） その他

ア質問内容は、 特定の事業者であると 判明できるよう な表現を避けるこ と 。

イ 質問に対する回答内容をも って、 本実施要領及び仕様書等を追加又は修正

し たも のと みなす。

１ ０ 参加表明‧ 企画提案に関するも の

（ １ ） 提出期限

令和８ 年７ 月２ ４ 日（ 金） 午後５ 時(必着)

（ ２ ） 提出書類

ア 参加表明書（ 様式２ ）

イ 参加資格確認書（ 様式３ ）

７ （ ６ ） で定める期間に完了し た全ての同種又は類似業務の実績を 、 完了日

付の新し い順に記載するこ と 。 また、 契約実績の内容が確認できる書類(契約

書と 仕様書の写し )を添付するこ と 。

ウ 企画提案書等提出届（ 様式４ ）

代表者印を押印の上、 提出するこ と 。

エ 会社概要（ 様式５ ）

参加者の企業内容について記載するこ と 。

オ 業務実施体制（ 様式６ ）

業務の実施体制、 分担業務の内容について記入するこ と 。

カ 配置予定技術者調書（ 様式７ ）

主任技術者及び担当技術者の氏名、 経歴、 実績等について記入するこ と 。

キ 企画提案書（ 任意様式）

仕様書の目的‧ 業務内容を踏まえ、 業務を 遂行するための具体的な手法を 記

載するこ と 。

企画提案書の作成は、 A4縦版(表紙と 目次をつける）、 横書き、 文字サイ ズ11

ポイ ント 以上と する。

※企画提案書の記述にあたっ ては、 説明を要せずと も 読んで理解できる内容

と するこ と 。

※「【 別紙１ 】 企画提案書記載項目」 を参照し 項目毎に対象と する提案を行

う こ と 。

※記載は当該項目内で完結するこ と 。

※提案書に記載する内容は、 全て本事業における実施義務項と し て事業者が

提示し 、 契約事項の一部と なる。

※説明は文書を も って行い、 図等その補助と し て用いるこ と 。 図のみの説明

は認めない。

ク 参考見積書（ 様式８ ）

ケ 参考見積書内訳書（ 任意様式）

次の４ 点が分かる記載と するこ と 。

①仕様書の業務内容に基づく 具体的な積算内訳

②見積金額は、 消費税及び地方消費税を含む額と し 、 委託料上限額以内の金

額と するこ と

③別紙仕様書６ 想定件数等のNo１ ～３ に分けて記載するこ と

④仕様書の業務内容に応じ て、 一部再委託予定のも のがある場合は、 その旨

を 記載するこ と



（ ３ ） 提出部数‧ 提出形態

ア 正本１ 部

代表者印押印のも の。

（ ２ ） 提出書類ア～ケの順序で製本し 、 イ ンデッ ク スを付け、 簡易なＡ ４

フ ァ イ ルでまと めるこ と 。

イ 副本１ 部

電子データ を収めた電子媒体（ CD-R又はDVD-R）。

副本には参加者の名称及びそれを推測できるも のの記載は行わないこ と と

し 、 契約書の写し 等でこ れを消すこ と ができ ない場合は、 該当箇所に黒塗

り 等し て対応するこ と 。

（ ２ ） 提出書類ア～ケの各データ と と も に、 ア～ケの順にPDFデータ と し

て統合し たデータ も あわせて収めるこ と 。

（ ４ ） 提出先

事務局

（ ５ ） 提出方法

上記提出先への持参または郵送により 提出するこ と 。

土‧ 日‧ 祝日等の休日を除く 、 午前８ 時３ ０ 分から 午後５ 時までと する。

なお、 参加申込時には、 書類を受領するのみと し 、 説明･質問等は受け付けな

い。

１ １ 佐久市の名簿に登録さ れていない者の追加申請書類

佐久市の名簿に登録さ れていない者は、 以下の書類を期限までに１ 部提出する

こ と 。

（ １ ） 提出期限

令和８ 年７ 月２ ４ 日（ 金） 午後５ 時(必着)

（ ２ ） 提出書類

ア 公募型プロポーザル参加願【 追加申請様式１ 】

イ 誓約書【 追加申請様式２ 】

ウ 経歴及び営業概要書【 追加申請様式３ 】

エ 佐久市税の納税証明書（ 佐久市に納税義務がある場合のみ）

オ 消費税及び地方消費税の納税証明書

カ 印鑑証明書

キ 商業登記簿謄本（ 個人の場合は身分証明書）

ク 申請の直前１ 年間の各事業年度の財務諸表

ケ 委任状（ 支店、 営業所等に代理委任する場合）【 追加申請様式４ 】

コ 業務実績書（ 直前２ 年間の主な実績）【 追加申請様式５ 】

（ ３ ） 提出方法

上記提出先への持参または郵送により 提出するこ と 。

土‧ 日‧ 祝日等の休日を除く 、 午前８ 時３ ０ 分から 午後５ 時までと する。

なお、 証明書、 登記簿謄本等は３ か月以内に発行さ れたも のと する（ 写し

可）。

１ ２ 審査

（ １ ） 一次審査（ 書類審査）

事務局職員が参加資格を審査する。 事務局職員が参加者名を伏せて「【 別紙

２ 】 評価基準書」 に基づき 点数付けを行い、 上位３ 者以内を選定する。

ア 実施日 令和８ 年７ 月２ ７ 日（ 月）

イ 審査結果の通知 令和８ 年７ 月２ ８ 日（ 火）（ 予定） に、 全参加者へ審査結



果を 通知する他、 一次合格者のみ二次審査への参加を依頼する。

（ ２ ） 二次審査（ プレ ゼンテーショ ン審査）

ア 実施日 令和８ 年７ 月３ １ 日（ 金）（ 予定）

イ 実施場所等

詳細な時刻や実施場所については、 一次審査の結果通知と 併せて連絡する。

ウ 実施時間 １ 者につき ４ ０ 分

（ 準備５ 分、 プレ ゼンテーショ ン２ ５ 分、 質疑１ ０ 分）

エ 出席者 １ 者につき ５ 名までと し 、 本業務の責任者と なる者は必ず出席する

こ と 。

オ 選考方法

（ ア） 実施順は、 企画提案書の受付順と する。

（ イ ） 審査委員が「【 別紙２ 】 評価基準書」 に基づき、 審査‧ 採点する。

審査委員ごと に、 一次審査と 二次審査の合計得点が最も 高い者から 順位を

付けた後、 当該順位で第１ 位を得た数が多い順に参加者順位を付け、 第１ 位

の者を 受託候補者と する。 同順位がある場合は、 同順位の者のう ち参加者順

位２ 位を最も 多く 付けた参加者を 上位と し て扱う 。 さ ら に同数の場合は、 各

審査委員の評価点数の合計が最も 多い参加者を 上位と し て扱う 。

（ ウ） 選考結果は、 全ての参加者に通知する。

（ エ） 参加者が１ 者になっ た場合でも 審査を 行う 。

カ 結果の公表

令和８ 年８ 月３ 日（ 月）（ 予定） までに二次審査へ参加し た全ての参加者に

審査結果通知を通知すると と も に、 後日佐久市ホームページで公表する。

キ 留意事項

（ ア） 当日に出席者の確認を行う ため、 所属会社を 確認できるも のを用意するこ

と 。

（ イ ） プレ ゼンテーショ ンは、 提出し た企画提案書の提案の範囲内で、 市が用意

する65型モニタ ーを使用し 、 実演を行う など審査委員が視覚的に理解できる

よう な説明に努めるこ と 。 ただし 、 追加提案及び追加提案に関する資料の配

付は認めない。

（ ウ） プレ ゼンテーショ ンに使用するパソ コ ン及びイ ンタ ーネッ ト 接続環境（ モ

バイ ルルータ ー等） は参加者が用意するこ と 。 なお、 モニタ ー接続用のHDMI

ケーブルは市で用意する。 音声出力については、 HDMI接続によるモニタ ーか

ら の出力のほか、 必要に応じ て参加者が用意し たスピーカ ー等を使用するこ

と も 可能である 。

（ エ） プレ ゼンテーショ ン及び質疑応答は、 参加者名を 伏せて行う ので自己紹介

は行わないこ と 。 また、 65型モニタ ーに参加者の名称及びそれを 推測できる

も のが写ら ないよう にするこ と 。

（ オ） 一次審査と 二次審査の合計得点に最低基準点を設ける。

なお、 参加者の得点が最低基準点に満たない場合は、 受託候補者を決定し

ない場合がある。

１ ３ 契約の締結等

（ １ ） 受託候補者は、 本市と 協議の上、 契約に必要な書類を揃え、 随意契約を 締結

するも のと する。 なお、 提案内容に不要な部分が生じ た場合には、 提案見積を

参考と し て減額変更を行い、 提案内容以外の業務等が発生し た場合には、 前記

「 ６ 事業費限度額」 の範囲内で必要に応じ 変更を行う 。

また、 契約保証金は、 契約請負代金額の１ ０ 分の１ 以上を納付するこ と と する

が、 佐久市財務規則１ ２ ４ 条第３ 項各号のいずれかに該当する場合には、 契約保



証金の全部又は一部を免除するこ と ができる。

（ ２ ） 受託候補者と の契約が合意に達し ない場合又は失格事項若し く は不正と 認め

ら れる行為が判明し た場合は、 次順位以下と なっ た参加者のう ち順位が上位で

あっ た者から 順に交渉を行う こ と と し 、（ １ ） と 同様の方法により 契約する。

１ ４ 失格事項

参加者が次のいずれかに該当する場合は、 失格と する。

（ １ ） 参加資格を有し ない場合又は提出書類等の記載内容に虚偽があっ た場合

（ ２ ） 実施要領、 仕様書に定める事項に適合し ない場合

（ ３ ） 提出書類に不備、 錯誤があり 、 事務局が再提出を 求めたにも かかわら ず、 期

限内に提出さ れなかっ た場合

（ ４ ） 二次審査のプレ ゼンテーショ ンに出席し なかっ た場合

（ ５ ） 公告の日から 契約締結日までに参加資格要件を欠く 事態が生じ た場合

（ ６ ） 公正を 欠いた行為があっ たと し て審査委員会が認めた場合

１ ５ その他

（ １ ） 本プロポーザルへの参加に要する一切の費用（ 説明会出席、 提案書類の作

成‧ 提出、 プレ ゼンテーショ ン参加等） は、 全て参加者の負担と する。 なお、

提出さ れた書類は返却し ない。 また、 不測の事態により 本プロポーザルが中止

と なっ た場合であっても 、 こ れに要し た費用の補償は行わないも のと する。

（ ２ ） 企画提案書等に記載し た担当予定者を 変更する必要が生じ た場合は、 事前に

事務局へ届け出るこ と 。 その際、 変更後の担当者が従前の者と 同等以上の能

力を有するこ と を証明する書類等を添付し なければなら ない。

（ ３ ） 著作権の帰属及び複製提出書類に含まれる成果物の著作権は提案者に帰属す

る。 ただし 、 本市は審査に必要な範囲において、 提出書類の複製を作成するこ

と ができるも のと する。

（ ４ ） 提案の制限参加者１ 者につき、 提案は１ 件のみと する。

（ ５ ） 書類の修正不可提出期限を過ぎた後の書類の差し 替え、 変更、 再提出は原則

と し て認めない。 ただし 、 本市が特に認めた場合はこ の限り ではない。

（ ６ ） 参加の辞退書類提出後に参加を 辞退する場合は、 速やかに辞退届を担当部局

へ提出（ 郵送可） するこ と 。 郵送による場合は、 必ず事前に電話にてその旨を

連絡し なければなら ない。

（ ７ ） 遵守すべき 事項

業務の一部を再委託する計画がある場合は、 提案時に再委託先の名称及び範

囲を明示し 、 本市の承認を得る必要がある。 審査は再委託を 含めた体制に対

し て行われる。

本市から 提供さ れた各種資料や、 本プロポーザルを通じ て得た一切の情報に

ついて、 目的外の利用や第三者への漏洩を厳禁と する。 守秘義務を徹底し な

ければなら ない。

失格、 辞退、 または選定さ れなかっ た事業者は、 本市から 配布さ れた資料等

について、 速やかに適切な方法で破棄または消去の措置を 講じ るこ と 。

１ ６ 事務局

〒３ ８ ５ －８ ５ ０ １ 佐久市中込３ ０ ５ ６ 番地

佐久市企画部情報政策課 係長： 佐藤 担当： 佐々木、 金井

TEL： ０ ２ ６ ７ -６ ２ -３ ９ ２ ３

FAX： ０ ２ ６ ７ -６ ３ -３ ３ １ ３

メ ールアド レ ス： joho@ city.saku .nagano. jp

mailto:joho@city.saku.nagano.jp


【 別紙１ 】

令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務

企画提案書記載項目

企画提案書の作成にあたって、 以下に示す各章‧ 項の構成に則っ て作成するこ と 。

【 注意事項】

● 各章‧ 項毎に仕様書で示す関連する仕様を 満たすこ と

● 提案項目におけるすべての項目は必須と し て記載すべき も のであり 、 こ れら

の項目について記入が無いなどの場合は、 その項目の評価は0点になるため記

載には十分に留意するこ と

● 説明は文章をも って行い、 図等はその補助と し て用いるこ と 。 図のみの説明

は認めない

章 項 提案項目 提案内容

1章 事業実施全般
全国先進自治体の取り 組みを理解し それら を踏まえた上で本市に有

益な提案を行う こ と 。

1.1 提案概要

‧ 提案全般の総括を示すと 共に事業者製品の特徴を活かし 本事業の

コ ンセプト を提案するこ と 。

‧ システムによる「 定型的な問合せに対する24時間365日対応」「

SMS送信による誘導」「 職員への転送」「 応答データ の蓄積‧ 分析に

よるサービス改善」 をどう 実現するか概要を示すこ と 。

1.2
提案者企業

情報‧ 実績

‧ 業務実績等を明確に示すこ と 。

‧ 中央省庁または地方自治体における自動音声応答システムの導

入‧ 運用実績を示し システムの安定性を証明するこ と 。

‧ 本事業の開発‧ 構築、 および導入後の運用‧ 保守に関わる全ての

事業者（ 再委託先、 ク ラ ウド 基盤提供事業者、 協業先等を含む） に

ついて、 企業名と それぞれの役割分担を漏れなく 明記するこ と 。

2章 プロジェ ク ト 管理 プロジェ ク ト 管理の考え方、 具体的な手法を示すこ と 。

2.1
プロジェ ク

ト 実施計画

‧ 令和8年9月の利用開始に向けた契約(8月中旬)から 導入完了までの

詳細なスケジュ ール及び体制図を示すこ と 。

‧ 導入課へのヒ アリ ングから 運用開始までのアプローチを示すこ

と 。

3章
自動音声応答シス

テム機能

提案システム（ SaaS） に関する機能の特徴や利用する職員‧ 市民の

メ リ ッ ト を具体的に示すこ と 。

3.1
自動応答方

式と AI精度

‧ 対話型AIによる自由生成を行わず事実と 異なる誤情報（ ハルシ

ネーショ ン） を構造的に発生さ せない仕組みについて示すこ と 。

‧ 利用者の言葉を正し く 聞き 取り 、 質問の意図を正確に理解する精

度について、「 90％以上の確率で正し く 認識できるこ と 」 を客観的

な資料（ 第三者機関の評価や製品の公開資料など） で証明できるこ

と 。



3.2

編集‧ 運用

性（ 管理画

面）

‧ 専門知識を有し ない職員が管理画面（ GUI） 上でノ ーコ ード で即時

にシナリ オの追加‧ 修正‧ スケジュ ール設定等を行える手法を示す

こ と 。

‧ 同一契約内で複数の電話番号に対し 独立し たシナリ オを一括管理

できるマルチテナント （ またはそれに準ずる） 構造について示すこ

と 。

3.3

転送‧ 通

話‧ SMS機

能

‧ 指定電話番号への有人転送、 スケジュ ールによる自動切り 替え、

不在時の録音受付の機能について示すこ と 。

‧ 該当URLをSMSで送信する機能について示すこ と 。

3.4

録音‧ デー

タ 分析‧ 可

視化

‧ 通話内容の自動録音、 自動文字起こ し 、 AI自動要約の仕組みにつ

いて示すこ と 。

‧ 着信履歴等の集計データ を管理画面上で閲覧‧ 分析する機能につ

いて示すこ と 。

4章
システム基盤‧ セ

キュ リ ティ

構築システムに対する方針を明確に示し 本市にと って有効な提案を

行う こ と 。

4.1

ネッ ト ワー

ク 及び可用

性

‧ 発信者が利用する電話番号は既存の電話番号と し 、 発注者側で既

設電話番号から システムへ転送を行う 運用と する。 受注者は、 その

転送先と し て受け皿と なるシステム用の電話番号（ IP電話、 050から

始まる番号等） を用意し 、 同時に50以上の自動応答ができる環境を

構築するこ と 。

‧ 24時間365日の稼働を支えるデータ センタ ーのフ ァ シリ ティ （ 停電

対策、 耐震、 冗長化等） について具体的に提案するこ と 。

4.2

セキュ リ

ティ ‧ バッ

ク アッ プ

‧ IPアド レス、 制限多要素認証などのアク セス制御対策を示すこ

と 。

‧ 取得し た音声‧ テキスト データ をAIモデルの追加学習に利用し な

い（ オプト アウト 適用） 仕組みを示すこ と 。

‧ システム設定及び利用ログのバッ ク アッ プ方針を示すこ と 。

4.3 データ 管理

‧ 本システムで取り 扱う データ の保存場所、 保存期間、 削除条件、

および削除形式（ 物理削除/論理削除等） を明確に示すこ と 。

‧ 特に、 不要と なっ たデータ や契約終了時におけるデータ の完全消

去の手法、 および情報漏洩を防ぐ ための担保策について具体的に提

案するこ と 。

4.4

システム構

成‧ ネッ ト

ワーク 概要

‧ 本サービスにおけるシステム全体のハード ウェ ア、 ソ フ ト ウェ

ア、 サーバー、 データ 保存場所（ データ ベース） 等の配置や、 その

構成にし た意図‧ 理由について説明するこ と 。

‧ 上記を視覚的に示し た、 各構成枠やアク タ ー（ 市民、 職員等） の

関係性が一目で分かるシステム構成図を提示するこ と 。 なお、 図中

には各構成を接続するネッ ト ワーク の接続経路を線で結び、 その種

別（ イ ンタ ーネッ ト 、 専用線、 庁内LAN、 LGWAN等） を明記するこ

と 。

※１

5章 導入‧ テスト 工程 導入における基本方針およびテスト 計画を明確に示すこ と 。

5.1 シナリ オ作 ‧ 応答に利用するシナリ オフ ロー、 FAQ等の作成について作成に関す



成支援の方

針

る支援の方針や具体的な手法を明記するこ と 。

5.2
検証‧ テス

ト 工程

‧ 自動応答のシミ ュ レ ーショ ンができる検証環境の提供について示

すこ と 。

‧ 運用テスト （ 動作確認等） のスケジュ ール、 実施手法、 報告方法

について示すこ と 。

6章 運用‧ 保守工程 運用‧ 保守における基本方針や業務支援の範囲を明確に示すこ と 。

6.1

運用‧ 保

守‧ 障害対

応

‧ システム機能更新の対応方針、 問い合わせ対応体制、 および障害

時の迅速な復旧フ ローを具体的に示すこ と 。

7章 研修工程 職員研修の内容と 効果的な実現手法を示すこ と 。

7.1
操作研修‧

マニュ アル

‧ 職員に対する操作研修（ 対象者、 内容、 実施方法） 及びマニュ ア

ル作成の手法を明確に示すこ と 。

8章
契約‧ 費用‧ 終了

工程
契約形態、 費用体系及び終了時の取り 扱いについて示すこ と 。

8.1
契約形態と

費用体系

‧ 月額更新型の利用契約と し 初期導入費用が安価なSaaS製品である

こ と の根拠を示すこ と 。

‧ 想定通話量を超過し た場合の料金体系を明示するこ と 。

‧ 参考見積書、 内訳書と の整合性が取れた説明と するこ と 。

8.2 終了計画
‧ 利用終了時に用意するド キュ メ ント および蓄積さ れたデータ （ 録

音データ テキスト 等） の取り 扱い方針を示すこ と 。

9章 SLA サービスレベル基準に関する案を示すこ と 。

9.1
サービスレ

ベル基準

‧ SaaS稼働率など運用時のサービスレベル基準（ SLA項目） に関する

考え方と 案を示すこ と 。



※１ 凡例‧ 記載例

凡例

Webサービス ネッ ト ワーク 種別

情報の保管場所

（ DB）
ネッ ト ワーク 接続

サービス内機能等 各種利用端末

アク タ ー 補足説明

記載例

「 凡例」 および「 記載例」 はあく まで参考です。 システムの全体像や指定事項

（ サーバー配置、 ネッ ト ワーク 種別、 セキュ リ ティ 等） が分かり やすく 表現さ れて

いれば、 独自のアイ コ ン‧ 図形の追加や、 表現の変更を 行っても 構いません。



【 別紙２ 】

令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務

評価基準書

評価項目 評価の視点 配点

一

次

審

査

業務工程
業務の実施時期等スケジュ ールが明確なも のであり 、 実現可

能なも のと なっているか。
5

業務実績

サービスにおける他自治体の導入実績、 および配置予定技術

者調書（ 様式７ ） 担当技術者における他自治体の担当実績の

有無

5

音声認識精度 検証を行っ た状況‧ 条件が実際の利用環境に即し ているか 5

認証‧ 登録 SaaS型サービスの提供に応じ た認証や登録を受けているか 5

サービス提供
サービス提供を24時間365日提供するための対応内容が分か

り やすく 具体的に説明さ れている
5

見積価格 経済性に優れているか 5

小計 30点

二

次

審

査

業務提案全般
仕様書を踏まえた提案であり 、 業務目的、 条件、 内容を理解

し た提案書と なっているか。
10

企画提案内容

（ 分析力、 企画

力、 具体性、 実

行性）

職員の操作性

専門知識を有し ない職員でも シナリ

オ作成‧ 修正、 スケジュ ール設定等

が行えるか

10

市民の操作性

電話をかけた市民が途中離脱するこ

と なく 問い合わせが完了するための

工夫があるか

10

データ 確認のし やすさ
データ の確認‧ 検索が容易にできる

こ と
10

データ 活用のし やすさ

データ 抽出が容易にできるこ と 、

データ 活用の対案等が受けら れるこ

と

10

複数担当者における管

理のし やすさ

マルチテナント 構造については各課

の独立性が保たれ、 他課の職員によ

る誤編集対策等が取ら れているこ と

10

説明‧ 応答
説明は、 分かり やすく 、 説得力があるか。

質疑への応答は、 明快で適切か。
10

小計 70点

100点



令 和 ８ 年 度 自 動 音 声 応 答 シ ス テ ム導 入 業 務 仕 様 書

１ 基本事項

（ １ ） 本業務の目的

イ ンタ ーネッ ト が普及し た現代においても 、 電話は住民と 行政をつなぐ 重要

なコ ミ ュ ニケーショ ン手段である。 し かし ながら 、 現状の電話対応において

は、 開庁時間外における対応の困難さ や複雑な手続き 等の案内におけるハード

ルの高さ と いっ た課題を 抱えている。 さ ら に、 電話の多い時間帯や時期、 受電

状況等を可視化するこ と で、 最適な改善策を講じ ていく 仕組みづく り が必要で

ある。

本業務は、 こ れら の課題を解決し 、 佐久市に対する電話での問い合わせ対応

において、 自動音声応答システム（ 以下、「 本システム」 と いう 。） を導入す

るこ と により 、 市民の利便性向上及び職員の業務効率化を 図るためのも のであ

る。

本システムは、 AIによる音声認識を 活用し て問合せ内容に応じ た適切な窓口

への振り 分けや自動回答を行い、「 定型的な問合せに対する24時間365日対応」

及び「 SMS送信による詳細情報（ ウェ ブページ等） への誘導」、「 必要に応じ た

職員への転送」、「 応答データ の蓄積‧ 分析による継続的なサービス改善」 等

を実施するこ と を 目的と する。

（ ２ ） 実施概要

本仕様書は、 佐久市における自動音声応答システムの導入業務について、 市

民課、 健康づく り 推進課、 および複数課での試験利用の３ つの異なる部門‧ 利

用形態を一括で扱う も のです。 ご提案いただく システムは、 こ の３ 件全ての導

入要件を満たすこ と が必須と なり ます。

（ ３ ） 業務場所

佐久市役所本庁、 及び南棟

（ ４ ） 予定業務期間

ア 導入契約期間

契約締結日から 令和９ 年３ 月３ １ 日まで。

イ 利用契約期間

令和８ 年９ 月１ 日から 令和９ 年３ 月３ １ 日まで。

本システムの利用開始については、 令和８ 年９ 月以降を予定し ているが、

システムの構築状況等により 、 導入契約期間及び利用契約期間を 変更する場

合がある。

２ 業務内容

（ １ ） 本仕様書の要件を 満たす自動音声応答システムの導入

（ ２ ） 運用テスト 、 履行状況の報告、 マニュ アル作成及び操作研修

（ ３ ） システム運用支援及び保守、 発注者から の問い合わせ対応

（ ４ ） 応答に利用するシナリ オ、 フ ロー、 FAQ等の作成支援

３ システム要件



（ １ ） 電話番号及び同時接続数

受注者が用意し た１ つの電話番号（ IP電話、 050から 始まる番号等） により 、

同時に50以上の自動応答ができる環境を 構築するこ と 。 ナビダイ ヤルは不可と

し 、 同時に50以上の受電があっ た場合でも 、 利用者を 待機さ せるこ と なく 自動

応答ができるこ と 。

（ ２ ） サービス提供形態

SaaS（ Software as a Service ） 形式に よ り 提供する こ と 。 ISO/IEC 27001（

JIS Q 27001） 及びISO/IEC 27017、 又はこ れと 同等以上のセ キュ リ ティ 基準に

準拠するなどの信頼性が確保さ れているこ と 。

（ ３ ） データ センタ ー

本システムのサーバを設置するデータ センタ ーは、 停電対策及び耐震対策を

講じ た建物で、 24時間365日電源の安定供給が可能であるこ と 。 電源供給設備を

含め、 システム障害‧ 機器障害等に備えた冗長化等の対策が講じ ら れているこ

と 。

（ ４ ） 稼働時間等

24時間365日稼働であるこ と （ 保守等による停止を 除く ）。

（ ５ ） 検証環境

自動応答のシミ ュ レ ーショ ンができる検証環境があるこ と 。

（ ６ ） バッ ク アッ プ

操作ミ スやシステム障害への対応に向けて、 システムの設定に関するデータ

は３ 世代分を 保持するこ と 。 システムの利用上のログ（ 通話履歴や録音データ

等） に関し ては30日以上さ かのぼるこ と が可能なバッ ク アッ プを保有するこ

と 。

４ 機能要件

（ １ ） 自動応答方式

ア 利用者への回答は、 発注者が事前に登録‧ 指定し たFAQ、 固定アナウンス、

およびシナリ オのみに基づいて出力さ れる方式であるこ と 。 対話型AIによる

自由な文章生成を行わないこ と で、 事実と 異なる誤情報（ ハルシネーショ

ン） を構造的に発生さ せない仕組みを有し ているこ と 。

イ 音声認識による意図判別、 利用者のプッ シュ 操作による分岐のいずれにも

対応し 、 組み合わせて利用できるこ と 。

ウ 利用者の発話が不明瞭な場合等は、 AIが適切な聞き 返し を行い、 意図を絞

り 込めるこ と 。

エ あいまいな表現や言葉のゆら ぎに対し ても 柔軟に解釈し て回答できるこ

と 。

（ ２ ） AI精度‧ 信頼性

ア 利用者の言葉を正し く 聞き 取り 、 質問の意図を正確に理解する精度につい

て、「 90％以上の確率で正し く 認識できるこ と 」 を客観的な資料（ 第三者機

関の評価や製品の公開資料など） で証明ができるこ と 。

イ あら かじ め登録さ れたシナリ オ‧ FAQの範囲外の質問に対し ては、 独自の判

断で回答を捏造（ ハルシネーショ ン） するこ と なく 、 適切な聞き 返し 、 また



は「 職員への有人転送」「 録音による折り 返し 受付」 等のあら かじ め指定し

た分岐ルート へ確実に誘導できる制御機能を備えているこ と 。

（ ３ ） 音声‧ 対話品質

ア 利用者に忌避感を 与えるこ と のない、 聞き 取り やすい音声で回答できるこ

と 。

イ 自治体の電話応対と し て適切な口調（ 敬語等） を 保持し 、 市民に分かり や

すい表現で回答できるこ と 。

（ ４ ） 編集‧ 運用性

ア 専門知識を 有し ない発注者職員が、 管理画面（ GUI） 上で視覚的にシナリ オ

の追加‧ 修正‧ 削除、 およびスケジュ ール設定等をノ ーコ ード で即時に行え

るこ と 。

イ 定型テキスト を 入力するだけでク リ アな人工音声によるガイダンスが自動

生成さ れ、 ベンダー側への改修依頼や追加費用を要するこ と なく 、 職員の操

作のみで即時に実際のシステムへ反映‧ 適用できるこ と 。

ウ 同一契約内で複数の異なる電話番号に対し 、 独立し たシナリ オやスケ

ジュ ールを 職員が即座に作成‧ 一括管理できる柔軟なマルチテナント （ また

はそれに準ずる複数ラ イ ン管理） 構造を 有するこ と 。

エ 緊急時（ 災害等） に、 発注者職員が遠隔から ガイダンスを即時に変更‧ 差

し 替えできるこ と 。

（ ５ ） 転送‧ 通話‧ SMS等

ア 転送機能

発注者が指定する既設電話番号への転送ができ、 転送に伴う 遅延は最小限で

あるこ と 。 回答困難な場合等に、 スムーズに有人転送できる機能を有するこ

と 。

イ スケジュ ール制御

開庁‧ 閉庁‧ 休日等のスケジュ ールに基づき、 職員への転送有無‧ 転送先を

自動で切り 替える機能を有するこ と 。

ウ 不在時対応

転送先が話し 中または応答がない場合に、 メ ッ セージによる待機、 録音によ

る折り 返し 受付、 または自動応答への復帰のいずれかができるこ と 。

エ SMS送信

通話内容やキーワード 等により 、 該当ホームページのURLをSMSで送信できる

こ と 。

オ 通話機能

ブラ ウザ受発信機能が利用できるこ と 。 電話帳機能を要し 、 通話内容から 市

民の情報を 記録できるこ と 。

（ ６ ） 録音‧ データ 分析‧ 可視化

ア 記録機能

通話内容の自動録音、 自動文字起こ し 、 AIによる自動要約ができるこ と 。

データ はサービス利用中において無制限で保存‧ 閲覧できるこ と 。 画面上で再

生‧ 閲覧‧ ダウンロード ‧ 検索ができるこ と 。

イ 集計‧ 分析



着信履歴 等の集計データ を出力‧ 管理画面上で閲覧できるこ と 。

（ ７ ） 管理‧ セキュ リ ティ

ア 権限‧ アク セス

管理画面はウェ ブブラ ウザから アク セスでき、 IPアド レ ス制限や多要素認証

が可能であるこ と 。 ３ 種類以上の権限区分（ 管理者、 一般、 メ ンバーのみ等）

を標準で設定できるこ と 。

イ セキュ リ ティ

本システムを通じ て取得し た 音声‧ テキスト データ をAIモデルの追加学習に

利用し ないこ と （ オプト アウト 適用）。 不正アク セス対策‧ 情報漏えい防止対

策、 暗号化‧ アク セス制御を 講じ るこ と 。

５ 導入実績‧ 契約‧ 費用

（ １ ） 実績

中央省庁または地方自治体における導入‧ 運用実績を 有し 、 システムの安定

性が客観的に証明さ れているこ と 。

（ ２ ） 契約形態

月額更新型の利用契約を可能と し 、 長期拘束の年間一括契約のみのサービス

は不可と する。 初期導入費用が安価（ 数十万円以下等） なSaaS製品であるこ

と 。

（ ３ ） 費用

想定通話量を超過し た場合の料金体系が明示さ れ、 想定外の高額請求が発生

し ないこ と 。 導入完了後、 検収を経て導入費用を請求し 、 月額費用は1か月ごと

に実績を集計し て請求するこ と 。

６ 想定件数等

No １ ２ ３

対象部署‧ 用途 市民課 健康づく り 推進

課（ 心のほっ と

ラ イ ン‧ 佐久）

試験利用

※1ヶ 月～2ヶ 月程度の

交代利用を 想定

電話番号

キャ リ ア

回線

0267-77-7933

NTT東日本

ひかり 電話

0120-07-5560

NTTコ ミ ュ ニ

ケーショ ンズ

ひかり 電話

１ 健康づく り 推進課

0267-62-3527

２ 福祉課

0267-62-3147

３ 福祉課

0267-62-2919

４ 福祉課

0267-62-2914

５ 商工振興課

0267-62-3265

６ 公園緑地課



0267-62-3424

いずれも NTT東日本

いずれも ひかり 電話

自動応答件数

（ 想定）

月間2000件程度 月間200件程度 月間1,000件程度

※利用課や繁忙期によ

り 件数‧ 時間は変動

平均通話時間

（ 想定）

5分程度 10分程度 5分程度

※利用課や繁忙期によ

り 件数‧ 時間は変動

７ 保守要件‧ 納品物

（ １ ） 保守体制

システム機能等の更新は受注者負担と する。 問い合わせ対応を 行い、 障害時

の迅速な復旧に努めるこ と 。 保守等による停止が事前に判明し た場合は速やか

に連携を行う こ と 。

（ ２ ） テスト

動作確認等の運用テスト を実施し 、 結果を 報告するこ と （ 手順書等も 作

成）。

（ ３ ） 納品物一覧

ア 業務履行計画書及び工程表

イ 履行状況報告書及び課題管理表

ウ 打合せ議事録

エ テスト 結果報告書

オ システム構成書



令 和 ８ 年 度 自 動 音 声 応 答 シ ス テ ム導 入 業 務

プ ロ ポ ー ザ ル審 査 委 員 会 設 置 要 領

（ 設 置 ）

第１ 条 自動音声応答システム構築及び運用保守管理業務に係る公募型プロポーザル

（ 以下「 企画提案」 と いう 。） について公正かつ適正な審査及び評価を行う ため、

令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務プロポーザル審査委員会（ 以下「 審査

委員会」 と いう 。） を設置する。

（ 審 査 事 項 ）

第２ 条 審査委員会は、 次に掲げる事項を 審議する。

（ １ ） プロポーザル実施要領の承認に関するこ と

（ ２ ） 企画提案等の審査及び候補者の決定に関するこ と

（ ３ ） その他必要な事項に関するこ と

（ 組 織）

第３ 条 審査委員会は、 正副委員長及び委員をも って組織する。

２ 委員長は をも っ て充て、 副委員長は をも って充てる。

３ 委員は、 次に掲げる職員で組織する。

（ １ ） 佐久市

（ ２ ） 佐久市

（ ３ ） 佐久市

（ ４ ） 佐久市

（ ５ ） 佐久市

４ 委員は、 市長が選任する。

（ 任 期 ）

第４ 条 委員の任期は、 選任の日から 企画提案の審査及び評価の終了日までと する。

（ 委 員 長 及 び 副 委 員 長 ）

第５ 条 委員長は、 会務を総理し 、 審査委員会を 代表する。

２ 副委員長は、 委員長を補佐し 、 委員長に事故があると き 又は欠けた時は、 その職

務を 代理する。

（ 会 議 ）

第６ 条 審査委員会の会議は、 委員長が招集し 、 委員長がその議長と なる。

２ 審査委員会は、 委員の３ 分の２ 以上が出席し なければ、 会議を開く こ と ができ な

い。

３ 委員長は、 必要があると 認めると き は、 関係者に資料等の提出を求め、 又は関

係者の出席を求め、 その説明又は意見を聴く こ と ができる。

４ 審査委員会の会議は、 非公開と する。

（ 秘 密 の 保 持 ）

第７ 条 委員は、 職務上知り 得た情報を漏ら し てはなら ない。 その職を退いた後も 同

様と する。

（ 事 務 局 ）

第８ 条 審査委員会の事務局は、 佐久市情報政策課に置く 。

（ 補 則 ）

第９ 条 こ の要領に定めるも ののほか、 必要な事項は、 別に定める。

附 則

こ の要領は、 令和８ 年６ 月２ ６ 日から 施行し 、 本業務の契約締結の日をも っ て廃止

する。



（ 様式１ ）

令和 年 月 日

質 問 書

（ 提出先）

佐久市長 栁田 清二

（ メ ール送信時の件名を「 プロポーザル質問（ 事業者名）」 と するこ と 。）

所在地

会社‧ 法人等名称

代表者職名 氏名

令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務の提案募集に関し 、 下記のと おり 質問があ

り ますので提出し ます。

番号 質問の場所 内容

例 仕様書○ページ ○○○‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ ‧ 。

１

２

３

※１ 質問は、 簡潔にと り まと めて記載するこ と 。

※２ メ ールを送信し た後に、 事務局まで送信し た旨の電話をするこ と 。

事務局電話番号： ０ ２ ６ ７ －６ ２ －２ １ １ １ （ 内線４ １ ９ ）

【 事務担当者】

担当部署

担当者氏名

電話番号

Ｆ Ａ Ｘ 番号

E-m ailアド レス



（ 様式２ ）

参 加 表 明 書

令和 年 月 日

佐久市長 栁田 清二

令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務（ プロポーザル方式） の提案募集について、

実施要領に定める事項を承諾し 、 参加を表明し ます。

なお、 公募型プロポーザル実施要領において、 参加資格要件を全て満たし ているこ と を誓

約し ます。

所在地

会社‧ 法人等名称

代表者職名 氏名 印

（ 連絡先）

担当部署

担当者氏名

電話番号

Ｆ Ａ Ｘ 番号

E-m ailアド レス



（ 様式３ ）

参 加 資 格 確 認 書

‧ 自動音声応答システム 導入業務実績

発注者 業務名 契約期間(年月) 業務概要
～

＊過去に完了し た同種又は類似業務の実績を 、 完了日付の新し い順に記載する こ と 。

＊行数が不足する場合は、 行を 追加するこ と 。

＊実績の内容が確認できる 書類（ 契約書の写し 等） を 添付するこ と 。



（ 様式４ ）

企 画 提 案 書 等 提 出 届

令和 年 月 日

佐久市長 栁田 清二 様

所在地

会社‧ 法人等名称

代表者職名 氏名 印

令和８ 年度自動音声応答システム導入業務に係る公募型プロポーザル実施要領に基づき、

次のと おり 企画提案書等を提出し ます。

なお、 提出書類の全ての記載事項に相違ないこ と を誓約し ます。

【 提出書類】

□ 会社概要（ 様式５ ）

□ 業務実施体制（ 様式６ ）

□ 配置予定技術者調書（ 様式７ ）

□ 企画提案書（ 任意様式）

□ 参考見積書（ 様式８ ）



（ 様式５ ）

会 社 概 要

会社‧ 法人等名称

所在地

〒

代表者職名

設立年月日

資本金

売上高（ 直近決算額）

従業員数

事業内容

ホームページ



（ 様式６ ）

業務実施体制

業務関係

区分
所属‧ 役職 氏名 担当する業務内容

主任技術者

担当技術者

＊主任技術者を 1人、 担当技術者を 1人以上それぞれに配置するこ と 。



（ 様式７ ）

配置予定技術者調書

業務関係区分

氏名
所属‧

役職

担当する

業務内容

保有資格
取得年

月日

主な業務実績

年度 発注者 業務名 業務内容

＊業務に関連する有用な保有資格がある場合は、 証明できる 書面の写し を 添付する こ と 。

＊過去に担当し た同種又は類似業務の実績を 記載するこ と 。



（ 様式８ ）

参 考 見 積 書

令和 年 月 日

佐久市長 栁田 清二 様

〔 単独‧ 共同企業体〕 ＊該当するも のに○を つける こ と 。

（ 代表企業） 所在地

会社‧ 法人等名称

代表者職名 氏名

令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務の企画提案について、 次の通り 見積り し

ます。

１ 見積価格（ 消費税及び地方消費税を 含む）

千 百 十 万 千 百 十 円

（ 消費税及び地方消費税を 含む）

‧ 記載金額の先頭に￥を記すこ と 。

‧ 見積価格と 内訳合計が異なる場合は無効と するので注意するこ と 。

※見積金額に対する作業項目、 項目別金額を記載し た内訳書も 併せて提出するこ と 。

内訳書の書式は問わない。



（ 様式９ ）

辞 退 届

令和 年 月 日

佐久市長 栁田 清二

（ 代表企業） 所在地

会社‧ 法人等名称

代表者職名 氏名

令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務に係る公募型プロポーザルに参加表明し

ていまし たが辞退し ます。

（ 連絡先）

会社‧ 法人等名称

担当部署

担当者氏名

電話番号

Ｆ Ａ Ｘ 番号

E-m ailアド レス



追加申請様式１

受付年月日 登録番号

公 募 型 プ ロ ポ ー ザ ル 参 加 願
年 月 日

（ 申請先） 佐久市長

（ フ リ ガナ）

申 請 者 商号又は名称

〒

（ 本 社） 住 所

代表者の職氏名 ㊞

電話： （ ） ―

FAX ： （ ） ― E-m ail :

（ フ リ ガナ）

委 任 先 商号又は名称

〒

住 所

代表者の職氏名

電話： （ ） ―

FAX ： （ ） ― E-m ail :

佐久市が発注する 令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務 公募型プロポーザル に参

加し たく 、 下記の書類を添えて申請し ます。

なお、 こ の参加願及び添付書類の内容については、 事実と 相違ないこ と を誓約し ます。

記

添付書類

１ 誓約書

２ 経歴及び営業概要書

３ 佐久市税の納税証明書（ 佐久市に納税義務がある場合）

４ 消費税及び地方消費税の納税証明書

５ 印鑑証明書

６ 商業登記簿謄本（ 個人の場合は身分証明書）

７ 申請の直前１ 年間の各事業年度の財務諸表

８ 委任状（ 支店、 営業所等に代理委任する場合）

９ 営業（ 業務） 実績書



追加申請様式２

誓 約 書
年 月 日

（ 申請先） 佐久市長

（ 本 社） 住 所

商号又は名称

代表者の職氏名 ㊞

下記の第１ 項各号に該当し ない者であるこ と を誓約し ます。

なお、 下記の第２ 項各号の一に該当し た場合は、 取引の停止又はその他の措置を受けても

異議はあり ません。

記

第１ 項

（ １ ） 成年被後見人又は被保佐人

（ ２ ） 破産手続開始の決定を受けて復権の確定し ない者

（ ３ ） 佐久市暴力団排除条例（ 平成24年条例第１ 号） 第２ 条第２ 号に規定する暴力団員

又は同条例第６ 条第１ 項に規定する暴力団関係者

（ ４ ） 第２ 項の各号の一に該当する行為をし 、 ２ 年を経過し ない者

第２ 項

（ １ ） 契約の履行に当たり 、 故意に工事若し く は製造を粗雑にし 、 又は物件の品質若し

く

は数量に関し 不正の行為をし たと き。

（ ２ ） 入札（ 見積） 等において、 その公正な執行を妨げ、 又は公正な価格の成立を害

し 、

若し く は不正の利益を得るために連合し たと き。

（ ３ ） 落札者が契約を締結するこ と 又は契約者が契約を履行するこ と を妨げたと き。

（ ４ ） 契約について、 地方自治法に規定する監督又は検査を実施する職員の職務の執行

を妨げたと き。

（ ５ ） 正当な理由がなく て契約を履行し なかっ たと き。

（ ６ ） 前各号の一に該当する事実があっ た後２ 年を経過し ない者を契約の履行に当た

り 、

代理人、 支配人、 その他の使用人と し て使用し たと き。

（ ７ ） 前各号の一に該当する行為があっ た者を代理人、 支配人又は入札代理人と し て、

使用すると き。

※様式変更不可



追加申請様式３

(1/2)

経 歴 及 び 営 業 概 要 書

年 月 日

（ 本 社） 住 所

商号又は名称

代表の職氏名 ㊞

下記のと おり 相違あり ません。

１ 創業年月日 年 月 日

２ 創業経過年数 年

３ 従業員数（ 全従業員数のう ち申請する営業所等の人数）

役員 事務職員 技術職員 営業職員 工員 その他 パート 合計

（ ）

人

（ ）

人

（ ）

人

（ ）

人

（ ）

人

（ ）

人

（ ）

人

（ ）

人

４ 資本金（ 元入金） 千円

５ 最近２ か年の営業実績（ 売上額）

① 年度 千円

② 年度 千円

６ 営業上の許可‧ 認可等

名 称 許可‧ 認可番号 許可‧ 認可年月日

（ 注） 法令等の規定により 営業上の許可‧ 認可が必要な場合に記入し てく ださ い。

記入し た許可‧ 認可等の証明書の写し を添付し てく ださ い。

７ 取引金融機関名称及び口座番号‧ 口座名義

① ②

金融機関名

口座番号

口座名義

※様式変更不可



追加申請様式３

(2/2)

８ 主な取引（ 仕入） 先、 取扱品目、 物品等製造メ ーカ ー

取引（ 仕入） 先名 取扱品目名 物品等製造メ ーカ ー名

９ 設備（ 機械） の状況 ※役務‧ 業務１ ～６ で申請し 、 該当する場合記入

設備（ 機械） 名 台数 購入年月日 用途



追加申請様式４

委 任 状

年 月 日

（ 申請先） 佐久市長

委 任 者

住所（ 所在地） 〒

商号又は名称

代表者職氏名 ㊞

私は以下の者を代理人と 定め、 令和８ 年度 自動音声応答システム導入業務 公募型プロポー

ザルに係る佐久市と の間に行う 下記の権限を委任し ます。

委 任 先（ 受 任 者）

住所（ 所在地） 〒

商号又は名称

職 氏 名 ㊞

電 話 :（ － － ）

Ｆ Ａ Ｘ :（ － － ）

Ｅ -m ail ：

記

１ 委 任 事 項

（ １ ） 入札及び見積に関するこ と 。

（ ２ ） 契約の締結に関するこ と 。

（ ３ ） 契約の履行に関するこ と 。

（ ４ ） 代金の請求及び受領に関するこ と 。

（ ５ ） 復代理人の選任に関するこ と 。

※様式変更不可



1/

追加申請様式５

営 業 （ 業 務 ） 実 績 書

営業品目名 発注者名 営業（ 業務） 内容 営業（ 業務） 場所 金額 期間（ 直前２ 年間） 備考


